
報告事項

準都市計画区域の指定に関する

検討について

1

（資料1 Ｐ５ ～ Ｐ１０）

○準都市計画区域（都市計画法第５条の２）

準都市計画区域について

１ 都道府県は、都市計画区域外
の区域のうち、相当数の建築物
等の建築若しくは建設又はこれら
の敷地の造成が現に行われ、又
は行われると見込まれる区域を
含み、かつ、そのまま土地利用を
整序し、または環境を保全するた
めの措置を講ずることなく放置す
れば、将来における一体の都市と
しての整備、開発及び保全に支
障が生じるおそれがあると認めら
れる一定の区域を、準都市計画
区域として指定することができる。
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【区域のイメージ】

準都市計画区域
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準都市計画区域
（都市計画区域外）

都市計画区域

都市として、積極的な整備・開発は行わ
ず、土地利用の整序又は環境の保全を
行う区域

都市として、一体的に整備、開発及び
保全する区域

概要

○土地利用の規制、誘導のみ

×都市施設
×市街地開発事業
×地区計画

○土地利用の規制、誘導
○都市施設（道路、公園、下水
道）の決定
○土地区画整理事業の施行が
可能

都市計画
制度

準都市計画区域について

定められない

都市計画区域

都市計画区域外

市街化区域
用途地域

市街化調整区域
用途地域外

中心市街地

その他市街地

既存集落

既存集落以外
の区域

準都市計画区域
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準都市計画区域について

都市計画法（開発許可制度）

建築基準法（一部）

都市計画区域外 準都市計画区域

10,000㎡以上の開発行為
について許可が必要

3,000㎡以上の開発行為
について許可が必要

①一定規模以上の開発行為をしようとする場合には、知事（宮崎市、都城市、
延岡市及び日向市の区域は当該市長）の許可を受けなければならない。
開発行為：主として建築物の建築又は特定工作物の用に供する目的で行う

土地の区画形質の変更

都市計画区域外 準都市計画区域

容積率、建ぺい率、接道要件なし 容積率、建ぺい率、接道要件あり

①建築物を建築しようとする場合、「建築確認申請の手続き」が必要となる。

②床面積の合計が10,000㎡を超える大規模集客施設は建築できない。

※建ぺい率：敷地面積に対する建築面積の割合
容積率：敷地面積に対する延床面積の割合

無秩序な土地利用や乱開発を抑制し、良好な都市環境を保全する効果
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○準都市計画区域（都市計画法第５条の２）

準都市計画区域について

２ 都道府県は準都市計画区域を指定しようとするときは、あらかじめ、関係市町
村及び都道府県都市計画審議会の意見を聴かなければならない。

３ 準都市計画区域の指定は、国土交通省令で定めるところにより、公告するこ
とによって行う。

都市計画審議会

都道府県

意 見指定案の報告

公告によって指定
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準都市計画区域について

• 大正 ８年 （旧）都市計画法の制定
• 昭和 ５年 本県最初の都市計画区域の指定（宮崎・都城）
• 昭和43年 （新）都市計画法の制定

• 平成12年 「都市計画法」の一部改正
○準都市計画区域の創設（指定権者：市町村）

• 平成18年 まちづくり３法改正
○中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の
活性化の一体的推進に関する法律

○大規模小売店舗立地法

○改正都市計画法
⇒準都市計画区域の指定権者が都道府県に変更
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都市計画区域外に隣接・近接して既に都市的土地利用の進んでい
る地区については、準都市計画区域の指定等を検討する。

宮崎県 都市計画に関する基本方針

都市計画区域外の道路網の整備などを背景として、市街化が進
行し、用途の混在、居住環境の悪化、土地利用の混乱が懸念さ
れる場合は、他法令や関係市町村との調整を図った上で、土地
利用を整序し、又は環境を保全するための措置として準都市計
画区域の指定等を検討する。

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープラン）

準都市計画区域について

H18.5

都
市
計
画
に
関
す
る
基
本
方
針

策
定

H16.5 H29.3

都
市
計
画
に
関
す
る
基
本
方
針

ま
ち
づ
く
り
基
本
方
針

策
定

H19.12

市・町への意向確認・現状把握

現在

準
都
市
計
画
区
域
の
候
補
地
調
査

準都市計画区域
の位置づけ

｢まちづくり基本方針｣
を集約して見直し

H20.5

準
都
市
計
画
区
域
の
指
定
図
の
作
成

H23.3

まちづくり三法改正
（準都市計画区域 市⇒県決定）
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本県における準都市計画区域の検討状況について
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清武南IC周辺における準都市計画区域の検討について

東九州自動車道 清武南・日南北郷区間の開通を機に、清武南IC周辺の利便性が
更に向上するため、準都市計画区域指定について検討したい。

令和４年度 宮崎市

今後の取組
①区域の範囲の選定
②候補地の都市計画基礎調査
③指定の必要性について

清武南IC

清武JCT

清武南インター線

出典：国土地理院、
国土交通省土地利用総合調整支援
ネットワークシステム

宮崎広域
都市計画区域内

田野
都市計画区域内
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都市計画 法律 経済 防災

建築 農業 環境

審議会条例
・特別の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。
・専門委員は、知事が委嘱する。

専門委員会
検討事項

・都市計画に関する基本方針の素案の策定に関すること。
・都市計画区域マスタープランの素案の策定に関すること。
・その他、審議会の会長が指示する事項

専門委員会について

専門委員会
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検討部会
（県の関係部局、関係市・町）

指 示

都市計画審議会

検討の進め方

【現状把握】

11

専門委員会

報 告

都市計画基礎調査

【他法令との調整】
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都市計画審議会

専門委員会

検討部会

（県の関係部局、
関係市・町）

準都市計画区域
基礎調査・分析

報
告

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

指定の要否
について

概要説明
・調査範囲の検討

検討スケジュール

報
告

4月 5月 6月 7月

R5 R６

調査の
中間報告

調査結果の報告
・要否の検討

調査

分析

調査の
中間報告

調査結果の報告
・要否の検討

概要説明
・調査範囲検討
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